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平成１１年３月期　　決 算 短 信      　　　　　　　　　        　　 平成１１年５月２４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      

上 場 会 社 名                  　 キッセイ薬品工業株式会社　　　　   上場取引所 （所属部）東京 （一部）

コ ー ド 番 号                  　 ４５４７

本 社 所 在 地                  　 長野県松本市芳野１９番４８号

問 合 せ 先                  　 責任者役職名　　財務経理部長       　　　　　　　　　

　　　　　　　       氏　　　　名　　矢 花 哲 夫       　   Ｔ Ｅ Ｌ        　　(0263)  25－9081

決算取締役会開催日　 平成１１年５月２４日　　　　　　  定時株主総会開催日　平成１１年６月２９日

連 結 決 算 の 有 無                  　  有　　　　　　　　　　　         中間配当制度の有無　 有  　 　　　　　　

１．１１年３月期の業績（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）                              

(１) 経 営 成 績           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　  （百万円未満切捨て）

 売 上 高           （対前期増減率） 営 業 利 益           （対前期増減率） 経 常 利 益          （対前期増減率）

１１年３月期

１０年３月期

　　    　百万円 　　 　％

  ５２，３３５   (△ 2.2)

  ５３，５２４   (△ 3.4)

 　　　  　百万円　　   ％

 　１１，４８３　 (△ 0.6)

 　１１，５５８   (△10.8)

　　　 　百万円　　    ％

　１２，０１２　 (   8.4)

　１１，０７８   (△ 7.7)

 当期純利益
対前期

増減率

１株当たり

当期純利益
潜在株式調整後        
１株当り当期純利益

株 主 資 本     
当期純利益率

総 資 本     

経常利益率

売 上 高     

経常利益率

１１年３月期

　 　百万円　　   ％

 ５，２９４　(△ 4.3)

 　 円   銭

　９０ ８５

   　円    銭

  ８１  ３６

　      ％

   ５．６

  　　　％

 　８．８

　 　　  ％

  ２３．０

１０年３月期  ５，５３４  (△ 9.5) 　９４ ９７   ８４  ４１    ６．１  　８．０   ２０．７

（注）１.期中平均株式数  １１年３月期 58,279,185 株

                         １０年３月期 58,279,185 株

　　　２.会計処理方法の変更: 無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　

(２) 配 当 状 況                                       

   １ 株 当 た り 年 間 配 当 金                              配 当 総 額 株 主 資 本          

中   　間 期      末 （ 年　  間 ）
 配 当 性 向

配 当 率          

１１年３月期

１０年３月期

     円　  銭

  １５   ００

  １４   ００

   円   銭

  ７  ００

  ７  ００

   円　 銭

  ８  ００

  ７  ００

 　 　 百万円

   ８７４

   ８１５

   　　　 ％

   １６．５

   １４．７

    　　　％

 　 ０．９

 　 ０．９

（注）配当金の内訳　期末　（普通 ６円、記念 ２円）

(３) 財 政 状 態            

総 資 産         株 主 資 本                株主資本比率              １株当たり株主資本                   

１１年３月期

１０年３月期

    　　　   　百万円

  １３６，６６３

  １３５，６９７

 　    　  　百万円

   ９７，２２９

   ９２，８０５

   　　　　　％

     ７１．１

     ６８．４

 　　 　　 円　　銭

  １，６６８   ３３

  １，５９２   ４３

(注)１.期末発行済株式数　１１年３月期　58,279,185 株　（額面株式  １単位：千株）　　　　　　

　 　　　　　　　　      １０年３月期　58,279,185 株            　　　　　　　　　　　　　　

    ２.有価証券の時価と貸借対照表計上額との差額　　　　　　　　　　　　　　　

　　      2,913 百万円（有価証券  2,913 百万円、先物取引　－百万円、オプション取引  －百万円）　

   ３.デリバティブ取引の時価と契約額等との差額 　該当事項　無

２．１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

  １ 株 当 た り 年 間 配 当 金              
売 上 高       経 常 利 益      当期純利益      

中    間 期     末

中 間 期     

　　　　　百万円

 ２６，５００

　　　　百万円

　５，５００

  　　　百万円

  ２，９００

   円 　銭

  ６　００

   円　 銭

  

　 円　 銭

通 期           ５３，０００ １０，９００   ５，８００   ６  ００  １２ ００

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）９９円５２銭　　　　　　　
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１．当 期 及 び 次 期 の 業 績 の 概 要               

１．当 期 の 業 績 の 概 況                     

　　　医薬品業界におきましては､ ３年連続の薬価基準の引き下げ、医療制度改革に伴う処方量の減少

    など、価格・物量両面での抑制が影響し、引き続き厳しい経営環境下にありました。

    このような情勢のなかで、当社は医薬情報活動を通じて製品の育成に努めると共に、生産体制の合理

    化、情報インフラ整備など経営全般にわたって効率化に努めましたものの、薬価基準の引き下げによ

    る影響が大きく、売上高は５２３億３千５百万円（前期比２．２％減）、営業利益は、１１４億８千

    ３百万円（前期比０．６％減）となりました。一方、営業外損益では、株式市場の回復による有価証

    券評価損が減少し、経常利益は１２０億１千２百万円（前期比８．４％増）となりました。この結果、

　　当期純利益は５２億９千４百万円（前期比４．３％減）となりました。なお、当期より事業税は販売

　　費及び一般管理費より法人税・住民税及び事業税に表示区分の変更をしております。

　　　研究開発面につきましては、引き続き、循環器疾患、泌尿器疾患などの重点領域における積極的な

    研究開発を推進しており、現在、リザベン効能追加（ＰＴＣＡ：経皮的冠動脈形成術後の再狭窄抑制）

　　、カバサール（パーキンソン病治療剤）について、厚生省に追加適応及び製造承認を申請いたしてお

　　ります。また、リザベン（ＰＴＣＡ）、ミチグリニド（糖尿病治療剤）、ＫＭＤ－３２１３、（前立

　　腺肥大に伴う排尿障害治療剤）につきましては、国際展開も進めております。

　　　当期の設備投資額は、１１億４千４百万円でありました。その主なものは、第二研究所の増築、

　　生産機械・研究機器の購入であります。

 ２．次 期 業 績 の 見 通 し                     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　医薬品業界は、保険財政の逼迫、少子・高齢化社会への対応などを背景に、医療・保険・年金な

　　どについて本格的な論議が行われており、医療制度は大きな変革期を迎えております。当社はこう

    した情勢を踏まえ、次期の業績につきましては、売上高５３０億円、経常利益１０９億円､ 当期純

　　利益５８億円を目標に、業績の確保に努力したいと存じます。
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「コンピュータ西暦２０００年問題」への対応状況等

１．対応状況等

（１）取組み方針

　当社は、顧客対応及び事業継続性の維持の面から、コンピュータ西暦２０００年問題を経営上

の重要課題と位置づけ、その対応のための活動を推進しております。

（２）取組み体制

　当社では、経営企画本部が主管し、社内各関係部門より選出されたメンバーによる対応推進委

員会ならびに対応実務委員会を組織化し具体的に推進すると共に、子会社であるキッセイコムテ

ック株式会社の支援を得て、強力に推進しております。

（３）対応の進捗状況

情報システム関係では、既に平成８年度より一部のシステムについてプログラム修正対応を完

了させる一方、他のシステムにつきましても昨年度よりプログラム修正を開始し、社内システム

対応はほぼ完了いたしました。今後は更に検証を重ねてまいります。

情報システム関係以外ではマイクロチップ搭載機器（分析機器、制御装置、製造機械等）の調

査を実施し、万全を期するべく対応を進めております。また、取引先各社の対応状況の調査、確

認を行い、当社の製造及び販売におよぼす影響度調査と対応策を策定中であります。

２．対応のための資金支出等

　当社では、コンピュータシステムを適宜見直しすると共に、営業力、研究開発力を始めとした

企業体力強化のための再構築を推進しております。従いまして「西暦２０００年問題」対応のみ

を前提としたものではないことから、対応のための投資総額を明確に捉えられないところもあり

ますが、外部への支払額は約３億円と見込んでおります。

３．危機管理計画（コンティンジェンシー・プラン）等

　当社では、上記に記載のとおり「西暦２０００年問題」対応に取り組んでおりますが、医薬品

の安定供給を最優先課題とし、万一の事態に備えた危機管理計画を本年７月までに策定する予定

で作業を進めております。

２．配 当 政 策                　　　　　　　　　　　

　　当社の配当政策は、長期にわたる安定的な経営基盤の確保に留意しながら、株主の皆様への、安定的

配当の継続を重視しております。当期は、東京証券取引所へ株式を上場して１０周年という節目の年に

当たることから、期末配当は、普通配当６円に記念配当２円を上乗せして１株当たり８円（年間１５円）

　の配当を実施する予定であります。今後も株主重視の基本方針を堅持して行く所存であります。　　　

　  当期の内部留保資金につきましては、今後予想される業界における行政、制度上の変革及び国際化の

進展に対処しながら、社会が求める製品の研究開発や、販売力、生産力を高めることに積極的に投資を

してまいります。このことが、将来の利益に貢献し、かつ、株主各位への安定的な配当に寄与するもの

と考えております。
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　　　　　　　　　　　　　　　３．貸　 借　 対 　照 　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （百万円未満切捨て）

  科　　　　　目
当 　　期

(11.3.31)

前     期

(10.3.31)
増 　減   科　　　　　目 

当 　　期

(11.3.31)
 

前     期

(10.3.31)
増   減

（ 負 債 の 部 ）                

流 動 負 債          

　支 払 手 形              

　買 掛 金              

　短 期 借 入 金              

  未 払 金              

　未払法人税等              

　未払事業税等              

　賞 与 引 当 金              

　返品調整引当金

　売上割戻引当金

　販売費引当金              

　従業員預り金              

  その他流動負債

            　

固 定 負 債          

  転 換 社 債              

　長 期 借 入 金              

　役員退職引当金

　退職年金引当金

  

   14,945

    1,564

    2,503

    1,006

    1,936

    3,353

      －

    1,832

       85

      455

      149

    1,862

      195

         

   24,488

   22,611

      188

    1,235

      453

     

   16,773

    1,664

    3,323

    1,006

    2,158

    2,902

      931

    1,728

      110

      511

      257

    1,847

      330

         

   26,117

   24,237

      211

    1,176

      492

      

△1,828 

△1,629

　 負 債 合 計               39,434    42,891 △ 3,457

（ 資 産 の 部 ）                

流 動 資 産          

  現金及び預金              

  特定金銭信託              

  受 取 手 形              

　売 掛 金              

  有 価 証 券              

  製 品 ・ 商 品              

  半製品・仕掛品

　原材料・貯蔵品

  自 己 株 式              

  そ の 他              

　貸 倒 引 当 金              

固 定 資 産          

 有形固定資産

　建 物              

　構 築 物              

　機械及び装置              

　車 両 運 搬 具              

　工具器具備品              

　土 地              

　建 設 仮 勘 定              

   92,532

   24,914

   19,885

    2,737

   18,769

   19,973

    2,096

    1,756

    1,425

       12

    1,107

 △   145

   44,130

   29,108

   13,305

      986

      953

       16

    1,080

   12,444

      322

   91,618

   25,039

   19,784

    4,292

   17,883

   17,215

    2,954

    2,129

    1,153

        4

    1,344

 △   185

   44,078

   29,938

   14,448

    1,112

      462

        9

    1,193

   12,446

      266

    913

     51

 無形固定資産        26        26

 （資本の部）               

資 本 金                

法 定 準 備 金                

　資 本 準 備 金              

　利 益 準 備 金              

剰 余 金                

　別 途 積 立 金              

当期未処分利益

 ( 当 期 純 利 益 )        

  

   24,219

   24,827

   24,110

      717

   48,182

   42,700

    5,482

 ( 5,294)

       

   24,219

   24,739

   24,110

      629

   43,846

   38,100

    5,746

 ( 5,534)

      0

     87

  4,335

 投 資 等      

  投資有価証券       

　子 会 社 株 式              

　長 期 貸 付 金              

　長期前払費用              

　敷金・保証金              

　そ の 他              

　貸 倒 引 当 金              

　

   14,996

    8,660

      944

      220

    3,858

      542

      952

 △   183

  

   14,113

    8,400

      914

      409

    3,237

      476

    1,023

 △   347    資 本 合 計               97,229    92,805   4,423

　資 産 合 計                136,663   135,697     965  負債・資本合計                  136,663 　135,697     965



- 5 -

 損　　益　　計　　算　　書　

　　　　　　　　　　　　　　　　      　                                （百万円未満切捨て）

当　　     　期

(H10.4.1～H11.3.31)

前　     　　期

(H9.4.1～H10.3.31)
    増　　　 減

　　　　　　　　　期 別          

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　科　　目  金 　　額  構成比  金　　 額  構成比  金     額  増減比

 営 業 収 益                    

　売 上 高                  

 営 業 費 用                    

　売 上 原 価                  

　返品調整引当金繰入額

   52,335

   52,335

   40,851

   13,200

 △    24

 100.0 %

 100.0

  78.1

　25.2

　 0.0

   53,524

   53,524

   41,965

   13,215

       25

 100.0 %

 100.0

  78.4

　24.7

　 0.0

 △ 1,189

 △ 1,189

 △ 1,114

 △    15

 △    50

△ 2.2 %

△ 2.2

△ 2.7

△ 0.1

   －

　販売費及び一般管理費    27,675 　52.9    28,724 　53.7  △ 1,048 △ 3.7

営 

業 

損 

益 

の 

部

　営 業 利 益                     11,483 　21.9    11,558 　21.6  △    74 △ 0.6

営 

業 

外 

損 

益 

の 

部

 営 業 外 収 益                    

　受取利息及び配当金

　その他の営業外収益

 

 営 業 外 費 用                    

支払利息及び割引料

　有 価 証 券 評 価 損                  

　その他の営業外費用

    1,534

      826

      708

    

    1,006

      258

      405

      341

　 2.9

　 

   1.9

    1,706

      746

      960

    

    2,186

      213

    1,697

      275

　 3.2

　 

   4.1

 △   171

 

 △ 1,180

△10.1

△54.0

経
　
　
常
　
　
損
　
　
益
　
　
の
　
　
部

経 常 利 益                       12,012 　22.9    11,078 　20.7       933    8.4

益
の
部

特
別
損

特 別 損 失

  固 定 資 産 処 分 損         

       47

       47

   0.1        43

       43

   0.1         3    9.1

　　税 引 前 当 期 利 益                           11,964 　22.8    11,034 　20.6       929    8.4

　　法 人 税 及 び 住 民 税                        　  　－ 　　－     5,500 　10.3  △ 5,500 　 －

    法人税・住民税及び事業税 　　6,670 　12.7 　　　－ 　　－ 　　6,670 　 －

　　当 期 純 利 益            　  5,294 　10.1     5,534 　10.3  △   240 △ 4.3

　　前 期 繰 越 利 益                        　　  636 　    660

　　中 間 配 当 額                        　　  407 　    407

　　利 益 準 備 金 積 立 額                        　　   40 　     40

　　当 期 未 処 分 利 益                        　  5,482 　  5,746
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　重要な会計方針                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　

　貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続は、次のとおり

　であります。  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　

１．有価証券の評価方法及び評価基準  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・取引所の相場のある有価証券                              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　 　　及びこれに準ずる有価証券　           移動平均法による低価法（切放し方式）

　 ・取引所の相場のない有価証券                　           移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価方法及び評価基準　　　　　　 総平均法（月別）による原価法　　　　　　　　　

３．固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産　        法人税法の規定による定率法によっております。ただし、平成１０年４

　　　　　　　　　　　　　　月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については法人税法

　　　　　　　　　　　　　　の規定による定額法を採用しております。なお、建物（建物附属設備を

　　　　　　　　　　　　　　除く）については、平成１０年度の税法改正により、耐用年数の短縮を

　　　　　　　　　　　　　　行っております。

　　　無形固定資産　        法人税法の規定による定額法を採用しております。

      長期前払費用          法人税法の規定する償却年数による均等償却法を採用しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

４．繰延資産の処理方法　      支出時に全額費用として処理しております。　　　　

５．引当金の計上基準　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　貸 倒 引 当 金              ：金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、法人税法の規定（法定繰入率）による

　　　　　　　　　　　限度相当額の他、特定の債権について所要見込額を計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　  　賞 与 引 当 金              ：期末在籍従業員に対して、支給対象期間（下半期の６か月間）に基づく賞与支

                      給見込額を計上しております。　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                    

　　　返品調整引当金：たな卸資産の返品による損失に備えて、法人税法の規定による限度相当額を計

　　　　　　　　　　　上しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　売上割戻引当金：期末売掛金に対して将来発生する売上割戻に備えて、当期中の実績割戻率によ

　　　　　　　　　　　り算出した金額を計上しております。　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　

      販売費引当金       ：期末の卸店在庫に対して将来発生する販売促進に要する諸費用の支出に備えて、

　　　　　　　　　　　当期中の実績経費率により算出した金額を計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　役員退職慰労       ：役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末支給見込額を計上してお

　　　　　　　引当金  ります。なお同引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

　　　　　　　　　　　　　

　　  退職年金引当金：従業員の退職年金基金の過去勤務債務の支払いに備えて、その現価額を計上し

　　　　　　　　　　　ております。

６．リース取引の処理方法：リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

　　　　　　　　　　　　  ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

                          理によっております。

７．消費税等の会計処理          ：税抜き方式によって処理しております。
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　注 記 事 項      

当                 期 前                期

1.有形固定資産の減価償却累計額

2.受取手形割引高

3.保 証 債 務       

4.自 己 株 式 数       

5.リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

17,193 百万円　　　　

         1,401   〃

675   〃　　　　　

5,280   株　　　　　

       

15,565 百万円　　　　

         1,400   〃

443   〃　　　　　

         2,367  株 

取得価額相当額 2,702百万円 取得価額相当額 2,925百万円

減 価 償 却 累       

計 額 相 当 額       
 1,366百万円

減 価 償 却 累       

計 額 相 当 額       
 1,475百万円

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額

期末残高相当額  1,336百万円 期末残高相当額 1,449百万円

(2)未経過リース料期末残高

   相当額

(3)支払リース料及び減価償却費

相当額

(4)減価償却費相当額の算定額

6.表示方法の変更

１年以内           500百万円

１年 超            835百万円

合   計        1,336百万円

支払リース料　　   566百万円

減価償却費相当額　 566百万円

 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

（注）取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額は、

支払利子込み法によっておりま

す。

事業税（当期 1,420百万円）は、

従来、販売費及び一般管理費に

含めておりましたが、当期より

「法人税・住民税及び事業税」

に含めて表示しております。ま

た、未払事業税及び未払事業所

税は従来「未払事業税等」とし

て表示しておりましたが、当期

から未払事業税（789百万円）に

ついては「未払法人税等」に含

め、未払事業所税（9百万円）に

ついては「未払金」に含めて表

示しております。

１年以内           527百万円

１年 超            922百万円

合   計         1,449百万円

支払リース料　　   607百万円

減価償却費相当額　 607百万円

  

        同   左

        同   左
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利　益　処　分　（案）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （百万円未満切捨て）

　　　　　　　      　期　別

　科　目

　　当　　　　　　　　期

    (H10.4.1～H 11.3.31)

　　前　　　　　　　　期

    (H 9.4.1～ H10.3.31)

　当 期 未 処 分 利 益                          　　　　　　５，４８２ 　　　　　　５，７４６

　　こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。                                              

　 利 益 準 備 金                          

　 利 益 配 当 金                          

　 役 員 賞 与 金                          

　 （ 内 監 査 役 賞 与 金 ）                        

　 別 途 積 立 金                          

　 次 期 繰 越 利 益                          

　　　　　　　　　５２

　　　　　　　　４６６

　　（ １株につき ８円  ）

　　　　　　　　　４９

  　　　　　（　　　２　）

  　　　　　４，３００

  　　　　　　  ６１４

　　　　　　　　　４７

　　　　　　　　４０７

　　（ １株につき ７円  ）

　　　　　　　　　５５

  　　　　　（　　　３　）

  　　　　　４，６００

  　　　　　　  ６３６

(注)１．平成10年12月14日に 407百万円 (１株につき ７円) の中間配当を実施いたしました｡ 

　  ２．利益配当金は自己株式 5,280株に対する金額を除いております。

１株当たりの配当金

　 当　　 期　 （平成11年3月期）  　 前　 　期  （平成10年3月期）

 年    間 中    間  期    末  年    間 中    間  期    末

　　　　　　　　

 普 通 株 式

　 円　 銭

１５　００

   円　 銭

　７　００

   円　 銭

　８　００

   円　 銭

１４　００

   円　 銭

　７　００

   円　 銭

　７　００

  （ 内   訳）

   記 念 配 当

　 特 別 配 当

　　　　　

　２　００

　１　００

　　　　　

　　－

　１　００

　　　　　

　２　００

　　－

　　　　　

　　－

　２　００

　　　　　

　　－

　１　００

　　　　　

　　－

　１　００
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                              ４．薬 　効 　別　 売 　上 　高                           

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　  　　（百万円未満切捨て）

　当　　　　 　 期

(H10.4.1～H11.3.31)

　前           期

 (H9.4.1～H10.3.31)
    増 減          　　　　　　　　　期 別          

　　　　　　　　　　　　　　　

　　区 分          
 金     額  構成比  金     額  構成比  金     額  増減比

　神 経 系 用 薬                                289

　　   %

    0.6       303

　　   %

    0.6   △   13

　　   %

△  4.5

　循 環 器 官 系 用 薬                             25,732    49.2    27,077    50.6   △1,344 △  5.0

　呼 吸 器 官 系 用 薬                              9,705    18.5     9,309    17.4       395     4.2

　消 化 器 官 系 用 薬                              1,839     3.5     1,903     3.5   △   63 △  3.3

　泌 尿 生 殖 器 官 系 用 薬                13,656    26.1    13,730    25.7   △   73 △  0.5

　そ の 他                              1,111     2.1     1,199     2.2   △   88 △  7.3 

　　　合 計                       52,335   100.0    53,524   100.0   △1,189 △  2.2

 

　（ う ち 輸 出 高 ）                            (   244) (  0.5)   (   551)  (  1.0)  (△  306) (△55.7)
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５．有 価 証 券 の 時 価 等          
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （百万円未満切捨て）

　当　 　期　（11.3.31現在） 　前　　 期　（10.3.31現在）　　　　　　　　期 別        

　種 類          
貸 借 対 照     

表 価 額     
時    価  評価損益     貸 借 対 照     

表 価 額     
 時    価  評価損益

(1) 流動資産に属するもの

　　　株 式              

　　　債 券              

　　　そ の 他              

     144

　 6,344

　 4,065

     198

   6,378

   4,081

      53

      33

      15

     139

　 4,876

　 4,191 

     141

   4,907

   4,210

　     2

      30

      18

        小      計   10,554   10,658    103    9,207    9,258     51

(2) 固定資産に属するもの

　　　株 式              

　　　債 券              

　　　そ の 他              

　 6,177

　　 －

　　 －

　 8,987

　　 －

　 　－

 2,810

    －

    －

   6,200

   －

　　 －

　 7,362

　　 －

　 　－

　 1,161

　　 －

　　 －

　　　　小      計    6,177 　 8,987    2,810    6,200    7,362 　 1,161

　　　 合        計   16,732   19,646    2,913   15,407   16,621    1,213

(注)1. 有価証券の時価は次の算定根拠によっております。　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　上 場 有 価 証 券                    主として東京証券取引所の最終価格

　 　　店 頭 売 買 有 価 証 券                    日本証券業協会公表の最終売買価格

　　　 気配等を有する有価証券             　     日本証券業協会公表の公社債店頭基準気配

       海外の店頭市場における株式　　　 海外情報提供機関（NASDAQ）の公表価格

       証 券 投 資 信 託                    基準価格

    2. 株式には自己株式を含んでおります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　  3. 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（当　 　期）　 （前　 　期）

        流動資産    コマーシャルペーパー                  1,197 百万円    1,398 百万円 

　　　　            証券投資信託受益証券  （ＭＭＦ他）  　6,732 百万円　　6,614 百万円

                    非 上 場 外 国 債 券          　　　　　　　　　1,500 百万円　    －　百万円

　　　　固定資産    店頭株式を除く非上場株式　　　　　　　1,427 百万円　  1,114 百万円

  　　　　　　　　　　（うち子会社株式）                      　　　　　　  ( 944 百万円) 　( 914 百万円)

                    ユーロ円永久劣後債                           2,000 百万円    2,000 百万円

６．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

該当事項はありません。

７．役 員 の 異 動

    該当事項はありません。                  　　

         　　　　　　 


